
1者随契 相見積 プロポーザル

1
土地改良専門技術者調
査報告書作成業務 調査報告書作成業務 1,212 ○

各種の土地改良事業専門技術者が
在籍しているのは当該団体のみで
あり、特に換地業務に関する業務を
実施しているのは県内で当該団体
のみである。

村づくり計画課

2
平成30年度経済効果諸
係数等算定業務 経済効果緒係数算定業務 994 ○

　当該団体は、全国土地改良事業
団体連合会という全国的なネット
ワークを有しており農業農村整備事
業における経済効果算定に関する
情報収集を行うのが有利である。

村づくり計画課

3
農業農村整備事業実
績情報調査委託業務

実績情報調査業務 8,856 ○

　詳細な実績情報（受益面積・事業
費・事業量等）を沖縄県土地改良事
業団体連合会が管理・運用する水
土里情報GISシステムへ登録するた
めに、基礎的情報のデータフォー
マットの改変が必要となっており、そ
の対応は、システム管理者の県土
連のみ可能であることから、本業務
契約の性質・目的が競争入札に適
しないと判断した。

村づくり計画課

4
平成30年度補助版標準
積算システム基礎単価
入力作業委託業務

実施設計単価改定に伴う基
礎単価の入力作業

2,592 ○

　補助版標準積算システムは、農業
農村整備事業に係る工事・業務の
積算の効率化を目的として、農林水
産省が開発したシステムを地方公
共団体等向けに改変したものであ
る。　県内において、当該システム
の補助版の使用許諾を受けている
機関は、沖縄県の他には沖縄県土
地改良事業団体連合会のみとなっ
ているため契約相手方として選定し
た。

農地農村整備課

公社等名：　沖縄県土地改良事業団体連合会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県と公社等の委託事業に係る随意契約状況調査票（平成30年度）
 部 等 名：沖縄県　農林水産部
課      名：村づくり計画課

№ 委託業務名 委託業務内容 契約額（千円）
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随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課



5
平成30年度水利施設ス
トックマネジメントシステ
ムデ－タ更新業務

ストックマネジメントシステム
デ－タ更新業務

1,663 ○

　契約相手方が所有するシステムを
基盤に開発したシステムのデータ更
新業務であり、委託できる業者等
が、当該団体に限られる。

農地農村整備課

6
平成30年度赤土対策進
捗管理システム入力作
業委託業務

管理システム入力作業
業務

972 ○

　本業務は、平成29年度に実施した
赤土流出防止の土木的対策の成果
を赤土対策進捗状況管理システム
に入力し、「沖縄県赤土等流出防止
対策基本計画」の評価に係る基礎
資料をする作成する業務である。
　赤土対策進捗状況管理システム
は、平成25年度から26年度にかけ
て、水土里情報システム（以下、ＧＩ
Ｓ）を基盤に開発した
　そのため、当該業務はＧＩＳを一元
的に管理・運用している沖縄県土地
改良事業団体連合会のみが実施す
ることができることから、同団体を契
約の相手方として選定した。

農地農村整備課

7
沖縄県農業農村整備事
業設計積算要領改正
（案）作成委託業務

積算要領改正（案）作成業務 1,998 ○

　本業務はその性質上、関係法令・
制度・基準等に精通し、専門知識や
豊富な経験が必要であるが、　沖縄
県土地改良事業団体連合会は、
「農業農村整備事業発注者支援機
関」に認定され、「工事の品質確保
の促進に関する法律」に定められて
いる発注関係事務を公正・適切に
支援できる機関である。また、沖縄
土地改良事業団体連合会は、土地
改良事業の適切かつ効率的な運営
を確保するため、市町村、土地改良
区等の会員の行う土地改良事業の
指導及び援助を行い、その共同利
益の増進を図ることを目的として設
立されており、土地改良法によって
営利を目的としない公益法人等に
位置づけられている。現地事務所と
して、石垣・宮古に出先機関を有し
ており、本業務の現地調査に対応
できる適切な人員・体制が整備され
ている。

農地農村整備課



8
平成30年度土地改良事
業積算資料作成委託業
務

積算資料作成業務 885 ○

　補助板標準積算システムにおける
沖縄県版工事工種体系の作成を行
う業務であり、補助版標準積算シス
テムは、農業農村整備事業に係る
工事・業務の積算の効率化を目的
として、農林水産省が開発したシス
テムを地方公共団体等向けに改変
したものである。　県内において、当
該システムの補助版の使用許諾を
受けている機関は、沖縄県の他に
は沖縄県土地改良事業団体連合会
のみとなっているため契約相手方と
して選定した。

農地農村整備課

9
旧幕下第３地区農
道台帳作成業務

農道台帳作成業務 1,334 ○

『農道台帳の作成及び管理』は、農
林水産省構造改善局通達（平成２
年３月２２日・構改Ｄ第４６号及び平
成３年８月２０日・３構改Ｄ第５１０
号）により『一貫した体制の下統一
的に実施する事が重要である』とし
て各都道府県の土地改良事業団体
連合会を活用するよう指導があるた
め、地方自治法施行令第１６７条の
２第１項第２号に基づき、随意契約
とする。

南部農林土木事
務所

10
宜野座南東海域農地赤
土等流出防止対策マス
タ－プラン策定業務

マスタ－プラン策定業務 7,356 ○

本業務の農地対策マスタープラン
見直しが県内では初めてであること
から、水土里情報システムをベース
として、一体的に各種データやシュ
ミレーション実施のため、プログラム
を構築・開発を行っている、沖縄県
土地改良事業団体連合会で随意契
約に附すことが適当である。

北部農林水産振
興センター

11
国営伊是名地区関連
事業検討業務（H29
繰）

関連事業検討業務 3,780 ○

①沖縄県土地改良事業団体連合会
は、「平成28年度伊是名地区末端
ため池群管理運営等検討業務」を
取りまとめた実績があり、本業務に
おける専門的な技術、知識及び経
験が備わっている。②上記業務をと
りまとめていることから現地条件等
を熟知している。③新たな水源の
データーの追加が有り、新たな水収
計算を行うこととなるが、プログラム
開発業者だと、プログラムの一部修
正のみで事業が可能である。

北部農林水産振
興センター



12
羽地大川地区積算参考
資料作成業務 積算参考資料作成業務 702 ○

沖縄県土地改良事業団体連合会
は、土地改良法により営利を目的と
しない公益社団法人等に位置付け
されており、土地改良事業の適切か
つ効率的な運営を確保するため会
員の行う土地改良事業の指導及び
援助を行い、その共同利益の増進
を図ることを目的としている。当該団
体は、「公共工事の品質確保の保
進に関する法律」に定める発注機関
事務を公正・適切に支援できる機関
として「農業農村整備事業発注者支
援機関」に平成29年4月1日付けで
農業農村整備事業工事等に係る品
質対策沖縄地方協議会から認定さ
れている。・沖縄県土地改良事業団
体連合会は、当該業務遂行に必要
な専門技術者を多数有しているの
で、正確性、信頼性及び迅速な業
務遂行が期待できる。・本業務に
は、積算業務も含まれており農林水
産部が運用している積算システムと
リンクできる積算システムは当該団
体にしかなく他社との競争入札に付
することは適さない。

北部農林水産振
興センター



13
恩納村赤土流出防止対
策マスタ－プラン策定業
務

マスタ－プラン策定業務 5,508 ○

１.赤土対策進捗管理システムは、
「沖縄県赤土等流出防止対策基本
計画」における流出削減目標量に
対する対策の進捗確認、及び効果
的な対策の手法選定のため、平成
25年度・平成26年度に水土里情報
システムをベースとして、一体的に
各種データやシュミレーション実施
のため、プログラム構築・開発を沖
縄県土地改良事業団体連合会で行
い管理を行っている。２.今後の農地
対策マスタープラン見直し及び赤土
対策進捗管理を一元的に行うこと
が必要である。３.赤土対策進捗管
理システム（以下、管理システム）を
地理情報等のプラットホームとして
民間業者への管理システム活用の
方法などのシステム構築が必要とさ
れている。このことから、水土里情
報システムをベースとして、一体的
に各種データやシュミレーション実
施のため、プログラム構築・開発を
行っている、沖縄県土地改良事業
団体連合会で随意契約に附すこと
が適当である。

北部農林水産振
興センター

14
伊平屋北部地区管
理システムデ－タ作
成業務（H30)

システムデ－タ作成業務 3,132 ○

本業務は、水利施設整備事業で管
理された水利施設の情報を水土里
情報システム（GIS・地理管理システ
ム）により登録・管理する業務であ
る。よって、村が管理するための情
報及びシステムの構築を行うもので
ある。本業務の成果により施設情報
や農地筆毎の情報を航空写真上で
表示できるため、現地調査等に要し
ていた時間を削減でき、業務の効率
化に有効である。加えて、水利施設
に不足の事態が生じた場合にも、影
響範囲をすぐに特定でき迅速な対
応を行うことが出来る。また、農林
水産省通達のにおいて、県が当該
システムの一元的な管理・運用、利
活用の促進をする方針となってお
り、当該システムにおいても、データ
の互換性、情報を共有する上で、有
利である。当該システムの構築及び
運用している機関は、沖縄県土地
改良事業団体連合会のみであり価
格面も安価であることから、契約の
相手方として選定した。

北部農林水産振
興センター



15
宮古島市イリノソコ地区
換地業務 換地業務 1,229 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

16
宮古島市ウヅラ嶺地区
換地業務 換地業務 1,323 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

17
多良間村カッジョウ地
区換地業務

換地業務 1,998 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

18
宮古島市魚口地区
換地業務

換地業務 2,201 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

19
宮古島市狭間地区
換地業務

換地業務 1,543 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

20
宮古島市更竹地区
換地業務

換地業務 1,300 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

21
宮古島市山底地区
換地業務

換地業務 1,117 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

22
宮古島市上区西地
区換地業務

換地業務 1,782 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

23
宮古島市長中地区
換地業務

換地業務 901 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

24
宮古島市真良瀬嶺地
区換地業務

換地業務 723 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

25
宮古島市西原第３
地区換地業務

換地業務 2,464 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター



26
宮古島市西新生地
区換地業務

換地業務 711 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

27
宮古島市増原地区
換地業務

換地業務 1,695 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

28
宮古島市福地地区
換地業務

換地業務 3,141 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

29
宮古島市福嶺南地
区換地業務

換地業務 1,360 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

30
宮古島市加治道地
区換地業務

換地業務 9,055 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

31
宮古島市西中底原
地区換地業務

換地業務 817 ○

　本業務の要件となる土地改良換
地士を多数有し、県内で換地業務を
行っているのは、沖縄県土地改良
事業団体連合会のみであるため。

宮古農林水産振
興センター

32
国営宮古伊良部地区関
連事業管理台帳作成業
務(H30)

管理台帳作成業務 658 ○

県で管理している国営宮古伊良部
地区関連事業等の管理台帳情報を
水土里情報システムに引き継ぐこと
で、国・県・市町村等が整備した施
設の様々なデータを一元的に蓄積・
管理することが可能となるため。

宮古農林水産振
興センター

33
西原第5地区権利関
係調査委託業務
（H30)

権利関係調査業務 2,906 ○

　本業務は、換地を伴う基礎資料で
ある権利関係の調査を行うことを目
的としている。そのため、土地改良
換地士を多数有し、県内で換地業
務を行っている唯一の機関である
土地改良事業団体連合会と契約す
ることで、業務の適正かつ円滑な執
行をはかることができる。

宮古農林水産振
興センター

34
宮古島市長中地区権利
関係調査委託業務
（H30-1)

権利関係調査業務 997 ○

　本業務は、長中地区の確定測量
前の従前地の再調査、戸籍簿等の
調査、整理を行うものである。その
ため、本地区の換地関係業務及び
農業農村整備事業の受注実績のあ
る土地改良事業団体連合会と契約
することで、業務の適正かつ円滑な
執行をはかることができる。。

宮古農林水産振
興センター



35
南帆安地区参考資料作
成業務（H30) 参考資料作成業務 864 ○

　地方自治法施行令第１６７条の2
第１項第1号を適用し、随意契約を
行う。見積依頼業者は農業農村整
備事業等における当初計画策定業
務、実施設計業務に精通しており業
務の適正かつ円滑な執行が期待で
きる。

八重山農林水産
振興センター

36
竹富町与那良原地区換
地業務 換地業務 2,376 ○

　換地業務は、「換地業務における
土地改良換地士」の関与の範囲の
拡大について」（最終改正：平成23
年４月１日付け22農振第2323号）に
おいて、土地改良換地士及び換地
業務の実務経験が定められてい
る。また換地業務は単年度ごとの契
約ではあるが、成果の積み上げが
最終的な換地計画となるため、業務
の継続性が重要となる。沖縄県土
地改良事業団体連合会は、土地改
良事業の計画、測量設計、換地業
務を総合的に実施している機関で
あり、特に換地業務に関しては、有
資格者を多数有しており、併せてこ
れまでの数多い地区の換地業務実
績に基づいて信頼性を参酌し、随意
契約をすることにより業務の適正か
つ円滑な執行を図ることができる。
以上の理由により随意契約（地方自
治法施行令第１６７条の2第１項第２
号）を行う。

八重山農林水産
振興センター



37
石垣市大座地区換地
業務

換地業務 2,268 ○

　換地業務は、「換地業務における
土地改良換地士」の関与の範囲の
拡大について」（最終改正：平成23
年４月１日付け22農振第2323号）に
おいて、土地改良換地士及び換地
業務の実務経験が定められてい
る。また換地業務は単年度ごとの契
約ではあるが、成果の積み上げが
最終的な換地計画となるため、業務
の継続性が重要となる。沖縄県土
地改良事業団体連合会は、土地改
良事業の計画、測量設計、換地業
務を総合的に実施している機関で
あり、特に換地業務に関しては、有
資格者を多数有しており、併せてこ
れまでの数多い地区の換地業務実
績に基づいて信頼性を参酌し、随意
契約をすることにより業務の適正か
つ円滑な執行を図ることができる。
以上の理由により随意契約（地方自
治法施行令第１６７条の2第１項第２
号）を行う。

八重山農林水産
振興センター

38
与那国町南帆安地区
換地業務

換地業務 2,160 ○

　換地業務は、「換地業務における
土地改良換地士」の関与の範囲の
拡大について」（最終改正：平成23
年４月１日付け22農振第2323号）に
おいて、土地改良換地士及び換地
業務の実務経験が定められてい
る。また換地業務は単年度ごとの契
約ではあるが、成果の積み上げが
最終的な換地計画となるため、業務
の継続性が重要となる。沖縄県土
地改良事業団体連合会は、土地改
良事業の計画、測量設計、換地業
務を総合的に実施している機関で
あり、特に換地業務に関しては、有
資格者を多数有しており、併せてこ
れまでの数多い地区の換地業務実
績に基づいて信頼性を参酌し、随意
契約をすることにより業務の適正か
つ円滑な執行を図ることができる。
以上の理由により随意契約（地方自
治法施行令第１６７条の2第１項第２
号）を行う。

八重山農林水産
振興センター



39
満田原地区圃場整
備計画策定業務
(H30)

計画策定業務 972 ○

　地方自治法施行令第１６７条の2
第１項第1号を適用し、随意契約を
行う。見積依頼業者は農業農村整
備事業等における当初計画策定業
務、実施設計業務に精通しており業
務の適正かつ円滑な執行が期待で
きる。平成26年度業務「満田原地区
ほ場整備計画策定業務」、平成27
年度業務「権利関係調査業務」にお
いて作成した事業計画に、事業内
容の補足を行う業務である。
　見積依頼業者は農業農村整備事
業等における当初計画策定業務、
実施設計業務に精通しており業務
の適正かつ円滑な執行が期待でき
る。

八重山農林水産
振興センター

40
南帆安地区参考資
料作成業務（H30-
2)

参考資料作成業務 486 ○

　地方自治法施行令第１６７条の2
第１項第1号を適用し、随意契約を
行う。見積依頼業者は農業農村整
備事業等における当初計画策定業
務、実施設計業務に精通しており業
務の適正かつ円滑な執行が期待で
きる。

八重山農林水産
振興センター

88,031 37 3 0 0合計


